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 原子力エネルギーの平和利用のための根本原則は、保障措置（核不拡散）、原

子力安全、核セキュリティ（３Ｓ）であることがサミット首脳宣言にも謳われ

ている。このうち核セキュリティは米国同時多発テロ以降注目されるようにな

った概念で、日本は国際的取組への認識が高いとは言えない。本論文は、核テ

ロリズムに対抗するためのグローバル・イニシアティブ（ＧＩ）や核テロ防止

条約といった国際的動向の日本への影響について分析・考察したものである。 
 第Ⅰ章では研究の意義及び目標について述べている。核テロとはなにかを説

明するとともに、核セキュリティに関する国際動向を簡単にまとめでいる。 
 第Ⅱ章は核セキュリティを巡る国際規範の動向をまとめたものである。ＩＡ

ＥＡの核物質防護に関するガイドラインの強化、核物質防護条約の改正、核物

質以外のＲＩについてのＩＡＥＡ行動規範の承認、不拡散に関する国連安保理

決議１５４０の採択、核テロ防止条約の採択、米ロ主導によるＧＩといった流

れの背景と意義を簡単に述べた後、核物質防護条約、行動規範、行動規範、Ｉ

ＡＥＡの役割について内容を紹介している。また、日本の取組としてＩＡＥＡ

との共催による国際会議の背景や開催に至る経緯、概要を紹介し、成果とその

意義を分析している。 
 第Ⅲ章は本論文の主要部で、最近の主な核テロ対策の国際取組二つについて

考察している。第一はＧＩについてで、その意義を述べ、発足に至るまでの経

緯、発表時の米ロ首脳の共同声明内容と留意点、日本政府の対応を分析した後、

発足後の展開について各回会合の採択事項から詳しい分析を行っている。その

上で米ロがＧＩを推進した理由、ＩＡＥＡの役割、日本の取組を説明し、今後

の課題をまとめている。日本は原子力平和利用の先進国として、原子力防護や

核防護といった狭い概念ではなく、国際場裡で用いられる核セキュリティとい

う用語の範囲全体を確保しうる国内体制の拡充が求められていることを強調し

ている。第二には、核テロ防止条約の内容と意義、日本の取組について述べ、

それが日本の原子力規制法体系に与えた影響と今後の課題を考察している。日

本は新たな立法措置を行ったが、それが必要となった背景について、目的犯的

構成による犯罪化をした理由や予備罪を立法した理由を述べるとともに、対象

となる放射性物質を拡げた理由、放射線障害防止法における脅迫罪新設の必要



性、放射性物質所持や装置の所持・製造の犯罪化の理由を論じている。 
 第Ⅳ章では提言と留意事項を述べている。核物質だけでなくＲＩ全般の悪用

防止が必要となり国際的取組が進む状況の中で、日本の経験を活かした防護の

具体的基準の策定、武装し訓練を受けた対応部隊のあり方、放射性物質全般に

着目した規制体系の可能性の検討、ＩＡＥＡ憲章に規定されていない核分裂性

物質の扱いを論じている。 
 第Ⅴ章は結語であり、今後の国際的動向を見通しつつ、日本の現状と特殊性

を踏まえ、国際的動向のリードとそのための人材育成の重要性を述べている。 
 以上のように、本論文は核セキュリティに関する国際的動向を分析し、日本

のとるべき道を示したもので、工学の進展に寄与するところが少なくない。 
 よって本論文は博士（工学）の学位請求論文として合格と認められる。 

 


